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図1-3．多様なキャリア・パスの例

出典：自然科学における若手研究者の国際的訓練と支援に関する会議（2001年11月29-30日 （仏;ｽﾀﾗｽﾌﾞｰﾙ）報告書）

・大臣
営利研究基金の責任者
・企業の最高経営責任者
・科学政策担当の長

・研究所長
・法、生命倫理、特許

・科学ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ：
ｼﾞｬｰﾅﾘｽﾄ、編集者、ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻ

・行政：科学計画責任者
・非営利セクターの責任者

・企業研究所ﾁｰﾑﾒﾝﾊﾞｰ、
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ、起業者

・ジャーナリズム

・法律 ・環境保護組織
・科学政策 ・非営利助成管理

・ジャーナリズム ・法科大学院 ・産業技能者
・ビジネス管理

・非営利、政府 ・臨床試験チームリーダー
・立法支援者 ・公衆衛生マネジャー ・科学管理
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・小学校の先生
・研究技能者
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図1-4．日本の産業別ＧＤＰシェアの推移

注 ：1955～1989年は68SNAによるデータ、1990～1991年は93SNAによるデータである。

資料：内閣府「長期遡及主要系列 国際経済計算報告（平成２年基準改訂 」）
内閣府「国民経済計算年報（平成15年版 」）

出典：文部科学省科学技術政策研究所「科学技術指標（平成16年版 」）

図1-5．知識への投資（全体）

資料：ＯＥＣＤ,"STI Scoreboard 2003"
出典：文部科学省科学技術政策研究所「科学技術指標（平成16年版 」）
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     ＜EU＞ベルギー、デンマーク、ギリシャを除く。
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図1-6．知識への投資（領域別）

資料：ＯＥＣＤ,"STI Scoreboard 2003"
出典：文部科学省科学技術政策研究所「科学技術指標（平成16年版 」）
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注  ：OECD、デンマーク、ベルギー、ギリシャ、スロバキア、メキシコは1999年のデータそれ以外の国は2000年。
      ＜日本、米国、カナダ＞高等教育ではなく中等教育に続く教育が高等教育のデータに含まれている。
      ＜ギリシャ、デンマーク＞1992-1999年における年平均成長割合。
      ＜OECD＞ハンガリー、ポーランド、スロバキアを除く。ベルギー、チェコ、ハンガリー、韓国、メキシコ、ポーランド、スロバキアを除いた
                    1992～1999年の年平均成長割合。
      ＜ベルギー＞高等教育のデータは直接的な公的支出のみを計上。
      ＜EU＞ベルギー、デンマーク、ギリシャを除く。ベルギーを除いた1992～1999年の年平均成長割合。
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図1-7．主要国の研究者数の推移

資料：日本：総務省統計局「科学技術研究調査報告」

「Main Science and Technology Indicators」日本(専従換算値)、米国、フランス、英国、ＥＵ：OECD

ドイツ：連邦教育研究省「Faktenbericht Forschung」

出典：平成16年版科学技術白書

0

20

40

60

80

100

120

140

1974 76 78 80 82 84 86 88 90 92 94 96 98 2000 02

（万人）

英国 15.8

フランス 17.7

ドイツ 26.4

日本
75.7

ＥＵ
96.9

米国
126.1

（年度）

64.6
日本
(専従換算値)

注） １．国際比較を行うため、各国とも人文・社会科学を含めている。
２．日本は各年度とも４月１日現在。
３．日本の専従換算置の１９９６年以前は、ＯＥＣＤによる推定値。
４．日本は、１９９７年度からソフトウェア業が、２００２年度から卸売業等が新たに調査対象業種となっている。
５．英国は、１９８３年までは産業（科学者と技術者）及び国立研究機関（学位取得者又はそれ以上）の従業者の計
　　で、大学、民営研究機関は含まれていない。
６．ＥＵ（１２か国；オーストリア、ベルギー、フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、アイルランド、イタリア、
　　ルクセンブルク、オランダ、ポルトガル、スペイン）は、ＯＥＣＤの推計値。
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図1-8．主要国の人口及び労働力人口１万人当たりの研究者数の推移

資料：研究者数は図1-7と同様。人口及び労働力人口は、日本は総務省統計局「人口推計

資料 （各年10月１日現在）及び「労働力調査報告 、他の国はOECD「Main Science」 」

and Technology Indicators」及び「NATIONAL ACCOUNTS」

出典：平成16年版科学技術白書
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　　 ２．日本の労働力人口及び研究者数は各年度とも４月１日現在。
　　 ３．ＥＵはＯＥＣＤの推計値。



図1-9.労 働力人日の推移
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図1-10．科学技術についてのニュースや話題への関心

資料：内閣府「科学技術と社会に関する世論調査（平成16年４月 」）

出典：平成16年版科学技術白書
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注）　１．科学技術についてのニュースや話題に間寸があるかという問いに対する回答。
　　　 ２．平成７年２月調査までは，「非常に関心がある」となっている。
　　　 ３．昭和56年12月調査では「全然（まったく）関心がない」、昭和62年３月調査から平成７年２月調査までは「全然関心がない」となっている。
　　　 ４．昭和62年３月調査の「どちらともいえない」は「わからない」を含んでいる。
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図1-12．国立大学等と企業等との共同研究の実施件数等

図1-13．地域における産学官連携の取組（平成16年度）

資料：文部科学省作成
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北九州北九州
ヒューマンテクノヒューマンテクノ
クラスタークラスター[ [ IT ]IT ]

九州広域クラスター九州広域クラスター

とやま医薬バイオとやま医薬バイオ
クラスタークラスター[ [ ライフライフ]]

徳島健康・医療徳島健康・医療
クラスタークラスター[ [ ライフライフ]]

名古屋ナノテクものづくり名古屋ナノテクものづくり
クラスタークラスター[ [ ナノナノ ]]

神戸トランスレーショナル神戸トランスレーショナル
リサーチクラスターリサーチクラスター
[[ライフライフ]]

大阪北部（彩都）大阪北部（彩都）
バイオメディカルバイオメディカル
クラスタークラスター[[ライフライフ]]

関西広域クラスター関西広域クラスター

ロボティック先端医療ロボティック先端医療
クラスタークラスター[ [ ライフライフ]]

やまぐち・うべやまぐち・うべ
メディカルイノベーションメディカルイノベーション
クラスタークラスター[ [ ライフライフ]]

石川ハイテク・センシング・石川ハイテク・センシング・
クラスタークラスター[ [ ライフライフ ]]

京都ナノテク京都ナノテク

クラスタークラスター[ [ ナノナノ ]] 長野・上田スマートテバイス長野・上田スマートテバイス
クラスタークラスター[ [ ナノナノ ]]

仙台サイバーフォレスト仙台サイバーフォレスト

クラスタークラスター[ [ IT ]IT ]

浜松オプトロニクス浜松オプトロニクス
クラスタークラスター[ [ IT IT ・・ライフライフ]]

けいはんなけいはんなヒューマン・ヒューマン・
エルキューブクラスターエルキューブクラスター
[ [ ITIT・・ライフライフ]]

高松希少糖バイオ高松希少糖バイオ
クラスタークラスター[ [ ライフライフ]]

広島中央広島中央
バイオテクノロジーバイオテクノロジー
クラスタークラスター[ [ ライフライフ]]

札幌ＩＴカロッツェリア札幌ＩＴカロッツェリア
クラスタークラスター[ [ IT ]IT ]

福岡システムＬＳＩ福岡システムＬＳＩ
設計開発設計開発
クラスタークラスター[ [ IT ]IT ]

北九州北九州
ヒューマンテクノヒューマンテクノ
クラスタークラスター[ [ IT ]IT ]

九州広域クラスター九州広域クラスター

とやま医薬バイオとやま医薬バイオ
クラスタークラスター[ [ ライフライフ]]

徳島健康・医療徳島健康・医療
クラスタークラスター[ [ ライフライフ]]

名古屋ナノテクものづくり名古屋ナノテクものづくり
クラスタークラスター[ [ ナノナノ ]]

神戸トランスレーショナル神戸トランスレーショナル
リサーチクラスターリサーチクラスター
[[ライフライフ]]

大阪北部（彩都）大阪北部（彩都）
バイオメディカルバイオメディカル
クラスタークラスター[[ライフライフ]]

関西広域クラスター関西広域クラスター

ロボティック先端医療ロボティック先端医療
クラスタークラスター[ [ ライフライフ]]

やまぐち・うべやまぐち・うべ
メディカルイノベーションメディカルイノベーション
クラスタークラスター[ [ ライフライフ]]

石川ハイテク・センシング・石川ハイテク・センシング・
クラスタークラスター[ [ ライフライフ ]]

京都ナノテク京都ナノテク

クラスタークラスター[ [ ナノナノ ]] 長野・上田スマートテバイス長野・上田スマートテバイス
クラスタークラスター[ [ ナノナノ ]]

仙台サイバーフォレスト仙台サイバーフォレスト

クラスタークラスター[ [ IT ]IT ]

：都市エリア産学官連携促進事業実施地域：都市エリア産学官連携促進事業実施地域

：知的クラスター創成事業実施地域：知的クラスター創成事業実施地域

・函館
・八戸
・弘前
・北上川流域
・いわて県央・釜石
・米代川流域
・山形・米沢
・郡山
・霞ヶ浦南岸新興都市
・筑波研究学園都市
・宇都宮・県央
・桐生・太田
・千葉・東葛
・湘南・県央
・新潟
・長岡
・福井まんなか
・静岡中部
・富士山麓

・豊橋
・三重・伊勢湾岸
・びわこ南部
・大阪・和泉
・大阪東部
・播磨
・和歌山市
・宍道湖・中海
・岡山西部
・松山
・愛媛県東部
・久留米
・長崎・諫早・大
村
・熊本
・熊本県南
・大分県央
・都城盆地
・鹿児島市

・函館
・八戸
・弘前
・北上川流域
・いわて県央・釜石
・米代川流域
・山形・米沢
・郡山
・霞ヶ浦南岸新興都市
・筑波研究学園都市
・宇都宮・県央
・桐生・太田
・千葉・東葛
・湘南・県央
・新潟
・長岡
・福井まんなか
・静岡中部
・富士山麓

・豊橋
・三重・伊勢湾岸
・びわこ南部
・大阪・和泉
・大阪東部
・播磨
・和歌山市
・宍道湖・中海
・岡山西部
・松山
・愛媛県東部
・久留米
・長崎・諫早・大
村
・熊本
・熊本県南
・大分県央
・都城盆地
・鹿児島市

全国18地域（約5億円×5年間）

（国際競争力のある技術革新のための集積を
目指す。）

（産学官連携による地域産業の育成・発展を目指す）

全国３７地域（約１億円×3年間）
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図1-14．米国で理学及び工学の博士号を取得した外国人のうち、米国にとどま

る予定者の割合

資料：文部科学省作成
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予定

確実に予定

注）・グラフは１９９８～２００１年の状況を表している
・「予定」とは今後も米国に滞在する予定がある状況、「確実に予定」とは

企業、大学などから何らかの就職先を提供されている状況を意味する
・社会科学・行動科学を含む
・米国国立科学財団「Science and Engineering Indicators 2004」の
データを用いて作成
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